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健　康　福　祉　部

一般会計 （単位：千円）

通常分 新型コロナ対策分 国支出金 地方債 その他

健 康 福 祉 政 策 課 5,027,283 5,027,283

健 康 危 機 管 理 課 17,130,552 17,130,552

高 齢 者 支 援 課 3,469,610 3,469,610

認知症対策・地域ケア推進課 29,602,058 29,602,058

社 会 福 祉 課 5,187,270 3,267 5,190,537 1,615 112 1,540

子 ど も 未 来 課 25,677,735 25,677,735

子 ど も 家 庭 福 祉 課 11,871,747 441,445 12,313,192 220,722 220,723

障 が い 者 支 援 課 26,871,002 1,633 26,872,635 286 1,347

医 療 政 策 課 51,913,558 51,913,558

国 保 ・ 高 齢 者 医 療 課 49,741,078 21,063 49,762,141 21,063

健 康 づ く り 推 進 課 7,834,469 7,834,469

薬 務 衛 生 課 3,584,391 2,728 3,587,119 2,728

合 計 237,910,753 470,136 238,380,889 222,337 3,126 244,673

母子父子寡婦福祉資金特別会計

子 ど も 家 庭 福 祉 課 94,612 94,612

国民健康保険事業特別会計

国 保 ・ 高 齢 者 医 療 課 191,972,335 191,972,335

健 康 づ く り 推 進 課 176,639 176,639

合 計 192,148,974 192,148,974

総　　合　　計 430,154,339 470,136 430,624,475 222,337 3,126 244,673

令和５年度　１２月補正予算　課別一覧表

課       名 補正前の額

補正額

計

補　正　額　の　財　源　内　訳
特　定　財　源

一般財源
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１　追加

部局名　健康福祉部　　（一般会計） （単位：千円）

293,873

２　変更

部局名　健康福祉部　　（一般会計） （単位：千円）

2,563 2,563

動物愛護推進事業

健康福祉部　計

9 衛生費 環境衛生費 2,563 2,563

健康福祉部　計

議　案
頁　数

款  名 項  名
既設定
金額

追加設定
金額

累　計 備　　　　　考

7 衛生費 公衆衛生費 105,302 保健環境科学研究所運営費

7 民生費

社会福祉費 16,882
福祉総合相談所運営費
福祉センター設備等改修事業

児童福祉費 171,689
放課後児童クラブ施設整備事業
こども総合療育センター管理運営費

令 和 ５ 年 度 繰 越 明 許 費

議　案
頁　数

款  名 項  名 金　額 備　　　　　　　　　考
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債務負担行為（追加）

課名　健康福祉政策課（健康福祉政策課、子ども家庭福祉課、障がい者支援課、薬務衛生課） (単位：千円)

議　案
頁　数

事　　　　　　　　　　　項 期　　　間 限　度　額

10 保健･医療･福祉関係業務 　令和６年度 34,934

　令和６年度 138,537

11 総合福祉センター管理運営業務 　～令和８年度

　年次別内訳

　　令和６年度 46,179

　　令和７年度 46,179

　　令和８年度 46,179

11 応急仮設住宅賃借 　令和６年度 191,898
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課名　社会福祉課　　（一般会計） (単位：千円)

国支出金 地 方 債 そ の 他

17 遺 家 族 等 63,746 75 63,821 75 １．遺家族等援護費 75
援 護 費 　・特別給付金等支給事務費

　　　新規援護システム機器の設置
　　　に要する経費

19 生 活 保 護 1,029,263 3,192 1,032,455 1,540 112 1,540 １．生活保護事務費 3,080
総 務 費 　・生活保護事務費

　　　被保護者調査の項目追加に伴
　　　う生活保護システムの改修に
　　　要する経費

２．国庫支出金返納金 112
　・社会福祉費等国庫支出金返納金
      令和３年度国庫補助金の額の
　　　確定に伴う返納金

5,187,270 3,267 5,190,537 1,615 112 1,540課　　計

令 和 ５ 年 度 １２ 月 補 正 予 算 説 明 資 料

事項別
明細書
頁　数

目  名
補正前の額
（Ａ）

補 正 額
（Ｂ）

計
(A)＋(B)

補　正　額   の  財  源  内  訳

説                       明特　　定　　財　　源
一般財源
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課名　子ども家庭福祉課　　（一般会計） (単位：千円)

国支出金 地 方 債 そ の 他

18 児 童 7,458,002 408,481 7,866,483 204,240 204,241 １．児童扶助費 408,481
措 置 費 　・児童養護施設等及び里親委託に

　　係る措置費
　　　保護を要する児童の施設への
　　　措置又は里親への委託に要す
　　　る経費の増

18 児 童 福 祉 1,641,641 32,964 1,674,605 16,482 16,482 １．児童一時保護所費 32,964
施 設 費 　・中央一時保護所管理運営費（扶

　　助費）
　　　被虐待児童等の一時保護に要
　　　する経費の増

11,871,747 441,445 12,313,192 220,722 220,723課　　計

令 和 ５ 年 度 １２ 月 補 正 予 算 説 明 資 料

事項別
明細書
頁　数

目  名
補正前の額
（Ａ）

補 正 額
（Ｂ）

計
(A)＋(B)

補　正　額   の  財  源  内  訳

説                       明特　　定　　財　　源
一般財源
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債務負担行為（追加）

課名　子ども家庭福祉課　 (単位：千円)

議　案
頁　数

事　　　　　　　　　　　項 期　　　間 限　度　額

　令和６年度

11 子ども・若者総合相談センター運営業務 　　～令和８年度 61,200

　年次別内訳

　　令和６年度 20,400

　　令和７年度 20,400

　　令和８年度 20,400

11 清水が丘学園整備事業 　令和６年度 79,688

　熊　本　市

　令和６年度

11 児童家庭支援センター運営業務 　　～令和８年度 170,196

　年次別内訳

　　令和６年度 56,732

　　令和７年度 56,732

　　令和８年度 56,732
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課名　障がい者支援課　　（一般会計） (単位：千円)

国支出金 地 方 債 そ の 他

17 17,856,790 1,633 17,858,423 286 1,347 １．国庫支出金返納金 1,633
　・地域生活支援事業費等国庫補助
　　金精算返納金
　　　令和４年度国庫補助金の額の
　　　確定に伴う返納金及び令和２
　　　年度国庫補助金等の消費税仕
　　　入控除税額相当額の返納金

26,871,002 1,633 26,872,635 286 1,347課　　計

障 害 者
福 祉 費

令 和 ５ 年 度 １２ 月 補 正 予 算 説 明 資 料

事項別
明細書
頁　数

目  名
補正前の額
（Ａ）

補 正 額
（Ｂ）

計
(A)＋(B)

補　正　額   の  財  源  内  訳

説                       明特　　定　　財　　源
一般財源
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債務負担行為（追加）

課名　障がい者支援課　 (単位：千円)

議　案
頁　数

事　　　　　　　　　　　項 期　　　間 限　度　額

　令和６年度

11 北部発達障がい者支援センター運営業務 　　～令和10年度 147,305

　年次別内訳

　　令和６年度 29,461

　　令和７年度 29,461

　　令和８年度 29,461

　　令和９年度 29,461

　　令和10年度 29,461
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課名　国保・高齢者医療課　　（一般会計） (単位：千円)

国支出金 地 方 債 そ の 他

20 30,982,607 21,063 31,003,670 21,063 １．後期高齢者医療対策費 21,063
　・後期高齢者医療給付費負担金
　　　熊本県後期高齢者医療広域連
　　　合との和解に伴う損害賠償に
　　　要する経費

49,741,078 21,063 49,762,141 21,063

公 衆 衛 生
総 務 費

課　　計

令 和 ５ 年 度 １２ 月 補 正 予 算 説 明 資 料

事項別
明細書
頁　数

目  名
補正前の額
（Ａ）

補 正 額
（Ｂ）

計
(A)＋(B)

補　正　額   の  財  源  内  訳

説                       明特　　定　　財　　源
一般財源
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課名　薬務衛生課　　（一般会計） (単位：千円)

国支出金 地 方 債 そ の 他

22 薬 務 費 191,784 2,728 194,512 2,728 １．国庫支出金返納金 2,728
　・国庫支出金返納金
　　　令和２年度国庫補助金の額の
　　　確定に伴う返納金

3,584,391 2,728 3,587,119 2,728課　　計

令 和 ５ 年 度 １２ 月 補 正 予 算 説 明 資 料

事項別
明細書
頁　数

目  名
補正前の額
（Ａ）

補 正 額
（Ｂ）

計
(A)＋(B)

補　正　額   の  財  源  内  訳

説                       明特　　定　　財　　源
一般財源
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債務負担行為（追加）

病院局 (単位：千円)

議　案
頁　数

事　　　　　　　　　　　項 期　　　間 限　度　額

庁舎等管理業務 　令和６年度 73,476

27

　令和６年度 81,684

医事業務 　～令和８年度

　年次別内訳

　　令和６年度 27,228

　　令和７年度 27,228

　　令和８年度 27,228
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健　康　福　祉　部

一般会計 （単位：千円）

経済対策分 職員給与改定分 国支出金 地方債 その他

健 康 福 祉 政 策 課 5,027,283 553 42,120 5,069,956 553 42,120

健 康 危 機 管 理 課 17,130,552 5,840 17,136,392 5,840

高 齢 者 支 援 課 3,469,610 2,531 3,472,141 2,531

認知症対策・地域ケア推進課 29,602,058 394,373 1,676 29,998,107 394,373 1,676

社 会 福 祉 課 5,187,270 2,095 9,716 5,199,081 2,095 9,716

子 ど も 未 来 課 25,677,735 45,125 2,891 25,725,751 45,125 2,891

子 ど も 家 庭 福 祉 課 11,871,747 4,421 5,820 11,881,988 4,421 5,820

障 が い 者 支 援 課 26,871,002 168,959 13,675 27,053,636 168,959 13,675

医 療 政 策 課 51,913,558 927,876 5,601 52,847,035 927,876 5,601

国 保 ・ 高 齢 者 医 療 課 49,741,078 1,622 49,742,700 1,622

健 康 づ く り 推 進 課 7,834,469 2,433 7,836,902 2,433

薬 務 衛 生 課 3,584,391 62,011 1,673 3,648,075 62,011 1,673

合 計 237,910,753 1,605,413 95,598 239,611,764 1,605,413 95,598

母子父子寡婦福祉資金特別会計

子 ど も 家 庭 福 祉 課 94,612 94,612

国民健康保険事業特別会計

国 保 ・ 高 齢 者 医 療 課 191,972,335 191,972,335

健 康 づ く り 推 進 課 176,639 176,639

合 計 192,148,974 192,148,974

総　　合　　計 430,154,339 1,605,413 95,598 431,855,350 1,605,413 95,598

令和５年度　１２月補正予算（別冊）　課別一覧表

課       名 補正前の額

補正額

計

補　正　額　の　財　源　内　訳
特　定　財　源

一般財源
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課名　健康福祉政策課　　（一般会計） (単位：千円)

国支出金 地 方 債 そ の 他

25 社 会 福 祉 1,419,783 3,900 1,423,683 3,900 １．職員給与費 3,900
総 務 費 　・社会福祉関係職員給　37人

25 障 害 者 182,979 2,740 185,719 2,740 １．リハビリテーションセンター費 2,740
福 祉 費 　・リハビリ関係職員給　26人

28 社 会 福 祉 40,677 460 41,137 460 １．女性相談センター費 460
施 設 費 　・女性相談センター職員給　5人

31 児 童 福 祉 378,291 5,382 383,673 5,382 １．児童相談所費 4,539
施 設 費 　・児童相談所職員給　46人

２．児童一時保護所費 843
　・中央一時保護所職員給　9人

33 公 衆 衛 生 181,169 84 181,253 84 １．職員給与費 79
総 務 費 　・公衆衛生関係職員給　1人

２．衛生統計調査費 5
　・衛生統計関係職員給　1人

令 和 ５ 年 度 １２ 月 補 正 予 算（ 別 冊 ）説 明 資 料

事項別
明細書
頁　数

目  名
補正前の額
（Ａ）

補正額
（Ｂ）

計
(A)＋(B)

補　正　額  の  財  源  内  訳

説                       明特　　定　　財　　源
一般財源
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課名　健康福祉政策課　　（一般会計） (単位：千円)

国支出金 地 方 債 そ の 他

令 和 ５ 年 度 １２ 月 補 正 予 算（ 別 冊 ）説 明 資 料

事項別
明細書
頁　数

目  名
補正前の額
（Ａ）

補正額
（Ｂ）

計
(A)＋(B)

補　正　額  の  財  源  内  訳

説                       明特　　定　　財　　源
一般財源

34 保 健 407,703 3,638 411,341 3,638 １．職員給与費 3,638
環 境 科 学 　・保健環境科学研究所職員給
研 究 所 費 　　　33人

38 保 健 所 費 1,594,326 26,469 1,620,795 553 25,916 １．職員給与費 25,916
　・保健所職員給　229人

２．保健所管理運営費 553
　・保健所管理運営費
　　　保健所の運営及び維持管理に
　　　要する経費の増

5,027,283 42,673 5,069,956 553 42,120課　　計
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１　追加

部局名　健康福祉部　　（一般会計） （単位：千円）

1,584,422

２　変更

部局名　健康福祉部　　（一般会計） （単位：千円）

20,438 20,438健康福祉部　計

41,573
物価高騰対策事業（薬局分）
物価高騰対策事業（医薬品卸業分）

衛生費8

備　　　　　考

10
物価高騰対策事業（公衆浴場分）
物価高騰対策事業（クリーニング事
業者分）

議　案
頁　数

款  名 項  名
既設定
金額

追加設定
金額

累　計

衛生費 環境衛生費 20,438 20,438

公衆衛生費 927,876 物価高騰対策事業（医療機関等分）

健康福祉部　計

医　 薬　 費

8 民生費

社会福祉費 563,332
物価高騰対策事業（高齢者施設分）
物価高騰対策事業（障がい施設分）

生活保護費 2,095 物価高騰対策事業（救護施設分）

児童福祉費 49,546
物価高騰対策事業（保育所等分）
物価高騰対策事業（児童養護施設等分）

令 和 ５ 年 度 繰 越 明 許 費 （ 別 冊 ）

議　案
頁　数

款  名 項  名 金　額 備　　　　　　　　　考
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課名　健康危機管理課　　（一般会計） (単位：千円)

国支出金 地 方 債 そ の 他

33 公 衆 衛 生 539,173 3,215 542,388 3,215 １　職員給与費 3,215
総 務 費 　・健康危機管理職員給　30人

35 食 品 衛 生 442,760 2,625 445,385 2,625 １．食肉衛生検査所費 1,691
指 導 費 　・食肉衛生検査所職員給　19人

２．職員給与費 934
　・食品衛生職員給　10人

17,130,552 5,840 17,136,392 5,840課　　計

令 和 ５ 年 度 １２ 月 補 正 予 算（ 別 冊 ）説 明 資 料

事項別
明細書
頁　数

目  名
補正前の額
（Ａ）

補正額
（Ｂ）

計
(A)＋(B)

補　正　額  の  財  源  内  訳

説                       明特　　定　　財　　源
一般財源
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課名　高齢者支援課　　（一般会計） (単位：千円)

国支出金 地 方 債 そ の 他

26 老 人 1,615,580 2,531 1,618,111 2,531 １．職員給与費 2,531
福 祉 費 　・高齢者支援課職員給　23人

3,469,610 2,531 3,472,141 2,531課　　計

令 和 ５ 年 度 １２ 月 補 正 予 算（ 別 冊 ）説 明 資 料

事項別
明細書
頁　数

目  名
補正前の額
（Ａ）

補正額
（Ｂ）

計
(A)＋(B)

補　正　額  の  財  源  内  訳

説                       明特　　定　　財　　源
一般財源
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課名　認知症対策・地域ケア推進課　　（一般会計） (単位：千円)

国支出金 地 方 債 そ の 他

26 老 人 29,576,383 396,049 29,972,432 394,373 1,676 １．職員給与費 1,676
福 祉 費 　・認知症対策・地域ケア推進課

　　職員給　16人

２．高齢者福祉対策費 394,373
　・物価高騰対策事業（高齢者施設
　　分）
　　　物価高騰の影響を受ける高齢
　　　者施設等への支援に要する経
　　　費の増

29,602,058 396,049 29,998,107 394,373 1,676課　　計

令 和 ５ 年 度 １２ 月 補 正 予 算（ 別 冊 ）説 明 資 料

事項別
明細書
頁　数

目  名
補正前の額
（Ａ）

補正額
（Ｂ）

計
(A)＋(B)

補　正　額  の  財  源  内  訳

説                       明特　　定　　財　　源
一般財源

-18-



課名　社会福祉課　　（一般会計） (単位：千円)

国支出金 地 方 債 そ の 他

25 社 会 福 祉 165,719 429 166,148 429 １．職員給与費 429
総 務 費 　・社会福祉関係職員給　5人　

27 遺 家 族 等 63,746 454 64,200 454 １．職員給与費 454
援 護 費 　・援護関係職員給　4人

32 生 活 保 護 1,029,263 10,928 1,040,191 2,095 8,833 １．生活保護事務費 2,095
総 務 費 　・物価高騰対策事業（救護施設分）

　　　物価高騰の影響を受ける救護
　　　施設への支援に要する経費の
　　　増

２．福祉事務所費 7,767
　・生活保護関係職員給　67人

３．生活保護指導職員設置費 1,066
　・生活保護指導職員給　11人

5,187,270 11,811 5,199,081 2,095 9,716課　　計

令 和 ５ 年 度 １２ 月 補 正 予 算（ 別 冊 ）説 明 資 料

事項別
明細書
頁　数

目  名
補正前の額
（Ａ）

補正額
（Ｂ）

計
(A)＋(B)

補　正　額  の  財  源  内  訳

説                       明特　　定　　財　　源
一般財源
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課名　子ども未来課　　（一般会計） (単位：千円)

国支出金 地 方 債 そ の 他

25 社 会 福 祉 191,901 2,891 194,792 2,891 １．職員給与費 2,891
総 務 費 　・少子化対策関係職員給与費

　　　27人

30 児 童 福 祉 4,571,679 45,125 4,616,804 45,125 １．児童健全育成費 45,125
総 務 費 　・物価高騰対策事業（保育所等分）

　　　物価高騰の影響を受ける保育
　　　所、幼稚園、認定こども園等
　　　への支援に要する経費の増

　

25,677,735 48,016 25,725,751 45,125 2,891課　　計

令 和 ５ 年 度 １２ 月 補 正 予 算（ 別 冊 ）説 明 資 料

事項別
明細書
頁　数

目  名
補正前の額
（Ａ）

補 正 額
（Ｂ）

計
(A)＋(B)

補　正　額  の  財  源  内  訳

説                       明特　　定　　財　　源
一般財源
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課名　子ども家庭福祉課　　（一般会計） (単位：千円)

国支出金 地 方 債 そ の 他

30 児 童 福 祉 565,181 1,583 566,764 1,583 １．職員給与費 1,583
総 務 費 　・子ども家庭福祉関係職員給

　　　14人

30 児 童 7,458,002 1,708 7,459,710 1,708 １．清水が丘学園費 1,708
措 置 費 　・清水が丘学園職員給　20人

31 児 童 福 祉 1,641,641 6,950 1,648,591 4,421 2,529 １．児童相談所費 2,529
施 設 費 　・児童相談所職員給　25人

２．民間施設運営費補助 4,421
　・物価高騰対策事業（児童養護施
　　設等分）
　　　物価高騰の影響を受ける児童
　　　養護施設等への支援に要する
　　　経費の増

11,871,747 10,241 11,881,988 4,421 5,820課　　計

令 和 ５ 年 度 １２ 月 補 正 予 算（ 別 冊 ）説 明 資 料

事項別
明細書
頁　数

目  名
補正前の額
（Ａ）

補正額
（Ｂ）

計
(A)＋(B)

補　正　額  の  財  源  内  訳

説                       明特　　定　　財　　源
一般財源
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課名　障がい者支援課　　（一般会計） (単位：千円)

国支出金 地 方 債 そ の 他

25 障 害 者 17,856,790 172,755 18,029,545 168,959 3,796 １．職員給与費 3,796
福 祉 費 　・社会福祉関係職員給　36人

２．障がい者福祉諸費 168,959
　・物価高騰対策事業（障がい施設
　　分）
　　　物価高騰の影響を受ける障害
　　　福祉サービス事業所等への支
　　　援に要する経費の増

31 児 童 福 祉 1,406,595 9,221 1,415,816 9,221 １．こども総合療育センター費 9,221
施 設 費 　・こども総合療育センター職員給

　　　93人

33 公 衆 衛 生 306,685 658 307,343 658 １．職員給与費 658
総 務 費 　・精神保健関係職員給　10人

26,871,002 182,634 27,053,636 168,959 13,675課　　計

令 和 ５ 年 度 １２ 月 補 正 予 算（ 別 冊 ）説 明 資 料

事項別
明細書
頁　数

目  名
補正前の額
（Ａ）

補正額
（Ｂ）

計
(A)＋(B)

補　正　額  の  財  源  内  訳

説                       明特　　定　　財　　源
一般財源
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課名　医療政策課　　（一般会計） (単位：千円)

国支出金 地 方 債 そ の 他

33 公 衆 衛 生 10,189,320 927,876 11,117,196 927,876 １．保健医療推進対策費 927,876
総 務 費 　・物価高騰対策事業（医療機関等

　　分）
　　　物価高騰の影響を受ける医療
　　　機関等への支援に要する経費
　　　の増

39 医 薬 331,582 5,601 337,183 5,601 １．職員給与費 5,601
総 務 費  (1)地域医療推進職員給　37人 3,772

 (2)研修医師職員給　9人 1,829

51,913,558 933,477 52,847,035 927,876 5,601課　計

令 和 ５ 年 度 １２ 月 補 正 予 算（ 別 冊 ）説 明 資 料

事項別
明細書
頁　数

目  名
補正前の額
（Ａ）

補正額
（Ｂ）

計
(A)＋(B)

補　正　額  の  財  源  内  訳

説                       明特　　定　　財　　源
一般財源
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課名　国保・高齢者医療課　　（一般会計） (単位：千円)

国支出金 地 方 債 そ の 他

28 国 民 健 康 7,142,827 1,622 7,144,449 1,622 １．職員給与費 1,622
保 険 　・国保・高齢者医療職員給　14人
指 導 費

49,741,078 1,622 49,742,700 1,622課　　計

令 和 ５ 年 度 １２ 月 補 正 予 算（ 別 冊 ）説 明 資 料

事項別
明細書
頁　数

目  名
補正前の額
（Ａ）

補正額
（Ｂ）

計
(A)＋(B)

補　正　額  の  財  源  内  訳

説                       明特　　定　　財　　源
一般財源
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課名　健康づくり推進課　　（一般会計） (単位：千円)

国支出金 地 方 債 そ の 他

33 公 衆 衛 生 7,533,209 2,433 7,535,642 2,433 １．職員給与費 2,433
総 務 費 　・健康づくり推進課職員給　24人

7,834,469 2,433 7,836,902 2,433課　計

令 和 ５ 年 度 １２ 月 補 正 予 算（ 別 冊 ）説 明 資 料

事項別
明細書
頁　数

目  名
補正前の額
（Ａ）

補正額
（Ｂ）

計
(A)＋(B)

補　正　額  の  財  源  内  訳

説                       明特　　定　　財　　源
一般財源
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課名　薬務衛生課　　（一般会計） (単位：千円)

国支出金 地 方 債 そ の 他

35 環 境 衛 生 37,211 524 37,735 524 １．職員給与費　 524
総 務 費 　・生活衛生職員給　5人

36 生 活 衛 生 65,591 20,438 86,029 20,438 １．生活衛生営業指導費 20,438
指 導 費  (1)物価高騰対策事業（公衆浴場分） 4,728

　　　物価高騰の影響を受ける一般
　　　公衆浴場への支援に要する経
　　　費の増

 (2)物価高騰対策事業（クリーニン 15,710
　　グ事業者分）
　　　物価高騰の影響を受けるクリ
　　　ーニング事業者への支援に要
　　　する経費の増

39 医 薬 59,375 906 60,281 906 １．職員給与費 906
総 務 費 　・薬務職員給　11人

令 和 ５ 年 度 １２ 月 補 正 予 算（ 別 冊 ）説 明 資 料

事項別
明細書
頁　数

目  名
補正前の額
（Ａ）

補正額
（Ｂ）

計
(A)＋(B)

補　正　額  の  財  源  内  訳

説                       明特　　定　　財　　源
一般財源
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課名　薬務衛生課　　（一般会計） (単位：千円)

国支出金 地 方 債 そ の 他

令 和 ５ 年 度 １２ 月 補 正 予 算（ 別 冊 ）説 明 資 料

事項別
明細書
頁　数

目  名
補正前の額
（Ａ）

補正額
（Ｂ）

計
(A)＋(B)

補　正　額  の  財  源  内  訳

説                       明特　　定　　財　　源
一般財源

39 薬 務 費 191,784 41,816 233,600 41,573 243 １．職員給与費 243
　・薬務行政関係職員給　2人

２．薬務行政費 41,573
 (1)物価高騰対策事業（薬局分） 27,166
　　　物価高騰の影響を受ける薬局
　　　への支援に要する経費の増

 (2)物価高騰対策事業（医薬品卸業 14,407
　　分）
　　　物価高騰の影響を受ける医薬
　　　品卸業への支援に要する経費
　　　の増

3,584,391 63,684 3,648,075 62,011 1,673課　　計
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病　　院　　局

会計名 区　分 収  入 支  出 損　益 収  入 支  出 差  引

補正前の額 1,726,586 1,720,989 5,597 227,583 402,562 -174,979

補　正　額 0 11,195 -11,195 0 0 0

計 1,726,586 1,732,184 -5,598 227,583 402,562 -174,979

（注）１　収益的収支とは、一事業年度の企業の経営活動に伴って発生する全ての収益と費用をいう。
　　　２　資本的収支とは、建物・施設の建設や企業債の元金償還などの費用とその財源となる収入をいう。
　　　　　なお、資本的支出が収入を上回る部分は、過年度分損益勘定留保資金で補填する。

令和５年度１２月補正予算　総括表

   （単位：千円）

収　益　的　収　支 資　本　的　収　支

病 院 事 業 会 計
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部局名　病院局　　（病院事業会計） (単位：千円)

国支出金 地 方 債 そ の 他

128 収 益 的 1,720,989 11,195 1,732,184 11,195 １．医業費用 11,195
～ 支 出 　・給与費
133 　　　病院局職員　133人

1,720,989 11,195 1,732,184 11,195計

令 和 ５ 年 度 １２ 月 補 正 予 算（ 別 冊 ）説 明 資 料

事項別
明細書
頁  数

項　目
補正前の額
（Ａ）

補　正　額
（Ｂ）

計
(A)＋(B)

補　正　額   の  財  源  内  訳

説                       明特　　定　　財　　源
一般財源
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第 ２６ 号 

   和解及び損害賠償額の決定について 

 令和３年度後期高齢者医療給付費等国庫負担金の交付額の確定による返還に関し、熊本

県の過失により和解の相手方に対し延滞金が発生したため、和解の相手方と熊本県との間

に次のとおり損害賠償の額を決定し、和解することとする。 

  令和５年１２月１日提出 

                  熊本県知事 蒲 島 郁 夫    

和解の相手方 損害賠償の額 和 解 事 項 

熊本県後期高齢者医療

広域連合 

 

 

２１，０６２，９５４円 

 

 

当事者双方は、今後本件に関

して、裁判上又は裁判外におい

て一切の異議及び請求の申立て

をしないこと。 

（提案理由） 

 和解の相手方に延滞金が発生したことについて、和解及び損害賠償額の決定をする必要

がある。 

 これが、この議案を提出する理由である。 
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和解及び損害賠償額の決定について（概要） 
国保・高齢者医療課   

 

議案番号 

 

  議 案 名 
 

                  内             容 
 

第２６号 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

和解及び損害賠

償額の決定につ

いて 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１ 概要 
令和３年度後期高齢者医療給付費等国庫負担金の交付額の確 

定による返還に関し、県が熊本県後期高齢者医療広域連合（以下

「広域連合」）に対し、返還に当たって必要な納入告知書を発行

していなかったため、延滞金が発生。 

県の過失により、広域連合に対し延滞金が発生したため、広域

連合と熊本県との間に損害賠償の額を決定し、和解することとす

る。 

 

２ 和解について 

  和解の相手方 熊本県後期高齢者医療広域連合 

  損害賠償の額 ２１，０６２，９５４円 

  和解事項      当事者双方は、今後本件に関して、裁判上又は

裁判外において一切の異議及び請求の申立て

をしないこと。 

 

３ 提案理由について 

  和解の相手方に延滞金が発生したことについて、和解及び損害

賠償額の決定をする必要がある。 
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第 ３０ 号 

   指定管理者の指定について 

 次のように指定管理者を指定することとする。 

  令和５年１２月１日提出 

                        熊本県知事 蒲 島 郁 夫 

施設の名称 
指 定 管 理 者 

指定の期間 
所 在 地 名称及び代表者 

熊本県総合福祉セ

ンター 

熊本市中央区南千

反畑町３番７号 

熊本県身体障害者福

祉団体連合会・三勢

グループ 

代表者 社会福祉法

人熊本県身体障害者

福祉団体連合会 会

長 竹田勉 

令和６年４月１日か

ら令和９年３月３１

日まで 

（提案理由） 

熊本県総合福祉センター条例（平成５年熊本県条例第４７号）第１１条第１項の規定に

基づき、熊本県総合福祉センターの指定管理者を指定するに当たり、地方自治法（昭和２

２年法律第６７号）第２４４条の２第６項の規定により議会の議決を経る必要がある。 

これが、この議案を提出する理由である。 
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熊本県総合福祉センター指定管理者の指定について 

 

健康福祉政策課 

 

１ 選定の経緯 

募集要項配布 令和５年９月 19 日～10 月 30 日 

募集に係る現地説明会の実施 令和５年９月 28 日 

申請書の受付 令和５年９月 19 日～10 月 30 日 

指定管理候補者選考委員会開催 令和５年 11 月２日 

 

２ 選定理由 

今回、指定管理候補者として選定した熊本県身体障害者福祉団体連合会・三勢グルー

プは、ＤＸ化に伴う施設環境整備の取組や、魅力ある施設にするための広報活動、サー

ビス向上の一環と位置づけ「展示型イベント」など自主事業を開催している点、これま

での施設管理の経験から安定的な運営を可能とする能力を有している点などが選考委

員会で高く評価されたため。 

［指定管理候補者の提案価格］ 

 令和６年度 令和７年度 令和８年度 合計 

提案価格 46,170 千円 46,170 千円 46,170 千円 138,510 千円 

基準価格 46,179 千円 46,179 千円 46,179 千円 138,537 千円 

                                    99.9％ 

 

３ 指定管理候補者選考委員会による審査結果等 

申請状況 

(受付順) 

・熊本県身体障害者福祉団体連合会・三勢グループ（２団体で構成） 

 ※申請は、１団体のみ。 

選考に当た

っての基本

的な考え方 

・経費の縮減を図りながら、施設の適切な維持管理が可能であるか 

・施設の安定的な維持管理に必要な人員及び財政的基礎を有している

か 

・障がい者の就業対策を推進するため、施設の維持管理業務における

障がい者雇用への配慮がなされているか       など 

選考委員会

からの意見 

・指定管理者候補者として、熊本県身体障害者福祉団体連合会・三勢

グループは適当である。 

【申請者の得点状況】 

熊本県身体障害者福祉団体連合会・三勢グループ：420 点（500 点満点） 

 

（参考）指定管理候補者選考委員会委員 

 相藤 絹代 （熊本学園大学社会福祉学部非常勤講師） 

舛永 光司 （南九州税理士会熊本県連合会） 

盛髙 麻衣子（公益社団法人熊本県建築士会女性部会長） 

津曲 隆  （熊本県立大学総合管理学部教授） 

堀  泉  （ＮＰＯ法人あぽり理事長） 

 

-33-



 

 

報告第 １ 号 

      専決処分の報告について 

  地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１８０条第１項の規定により専決処分した事

件について、次のとおり報告する。 

    令和５年１２月１日提出 

                                             熊本県知事  蒲 島 郁 夫 

専第 ４８ 号 

      和解及び損害賠償額の決定について 

  次に掲げる日及び場所で発生した熊本県職員が運転する公用車による交通事故に関し、

和解の相手方と熊本県との間に次のとおり損害賠償の額を決定し、和解することとする。 

令和５年１１月１６日専決 

                                              熊本県知事 蒲 島 郁 夫 

発  生  日 

発 生 場 所 

和解の相手方 

相手方の車両等 
損害賠償の額 和 解 事 項 

令和５年２月９日 

八代市敷川内町地内 

西日本高速道路 

株式会社 

（所有者） 

車線分離標 

６１，１３５円 当事者双方は、

今後本件に関して､

裁判上又は裁判外

において一切の異

議及び請求の申立

てをしないこと。 
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報告第１号 

 

専決処分の報告について                   健康福祉政策課 

 

○事故の概要 

 

１ 日 時  令和５年２月９日 １２時４０分頃 

 

２ 場 所  八代市敷川内町地内（南九州自動車道上り線） 

 

３ 当事者   県  福祉総合相談所 職員Ａ 

        相手方 西日本高速道路株式会社（所有者） 

 

４ 賠償責任割合  県：相手方 ＝ １００：０ 

 

 ５ 損害額及び賠償額  ６１，１３５円 

 

６ 事故の状況 

職員Ａが公務のため、公用車で南九州自動車道上り線を走行中、八代南ＩＣ

の手前３００メートル付近でハンドル操作を誤り、車線分離標に接触し、ポー

ル３基を破損させた物損事故。 

相手方と示談交渉の結果、上記の賠償責任割合にて、賠償額を支払うことで

決着した。 
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